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平成２９年度一般会計・特別会計・企業会計決算の概要 

一般会計

１ 決算規模 

歳入総額  ２８４億２,４１０万円 （前年度比△７.３％）
前年度 ３０６億６,００５万円
歳出総額  ２７７億２,０４５万円 （前年度比△５.７％）
前年度 ２９３億８,７６２万円

＊表示単位未満四捨五入

歳入総額は２８４億２,４１０万円で、前年度に比べ２２億３,５９５万円、７.３％の減少とな
りました。

歳出総額は２７７億２,０４５万円で、前年度に比べ１６億６,７１７万円、５.７％の減少とな
りました。

この結果、繰越事業に充当される財源１億８,８３１万円を除くと、実質収支額は５億１,５３
５万円となりました。

〔単位：千円、％〕

区 分 ２９年度 ２８年度 増減額 増減率 ２７年度 

歳入総額 ２８,４２４,０９８ ３０,６６０,０５１ △２,２３５,９５３ △７.３ ３２,９７９,８１９ 

歳出総額 ２７,７２０,４４６ ２９,３８７,６１８ △１,６６７,１７２ △５.７ ３０,５２３,６９４ 

歳入歳出差引 ７０３,６５２ １,２７２,４３３ △５６８,７８１ △４４.７ ２,４５６,１２５ 

翌年度へ繰り越すべ

き財源 
１８８,３０６ ２１６,９０６ △２８,６００ △１３.２ １６８,９２７ 

実質収支額 ５１５,３４６ １,０５５,５２７ △５４０,１８１ △５１.２ ２,２８７,１９８ 

２ 歳入決算の特徴 
〔 〕内の数値は、対前年度比の増減率、増減額

（１）市税 

歳入の大半を占める市税は、１５４億７百万円〔△9.6％、△16.4 億円〕で、法人市民税

の大幅な減少〔△39.1％、△17.5 億円〕等により減少となりました。

（２）地方交付税 

地方交付税は、１９億２千５百万円〔△26.5％、△6.9 億円〕で、普通交付税の合併算定

替縮減の影響等により減少となりました。 

（３）国庫支出金 

国庫支出金は、２５億５千３百万円〔9.5％、2.2 億円〕で、津波避難マウンド整備に係

る社会資本整備総合交付金等により増加となりました。 

（４）県支出金 

県支出金は、１８億３千万円〔△1.8％、△0.3 億円〕で、園芸農産物振興・農産物流通

対策事業補助金の減少等により減少となりました。 

（５）繰入金 

繰入金は、５億８千３百万円〔1,142.1％、5.4 億円〕で、財源不足を補うための財政調

整基金からの繰入れに加え、赤羽根診療所整備のための地域医療推進基金からの繰入れ等に

より大幅な増加となりました。

（６）市債 

市債は、津波避難マウンド整備や小学校施設整備等に対する借入れのほか、臨時財政対策
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債を発行しましたが、臨時財政対策債の借入金額が昨年度より減少したことにより、総額

１１億２千３百万円〔△1.6％、△0.2 億円〕となりました。

３ 歳出決算の特徴と主な事業

（１）総務費 

総務費は３２億５千２百万円〔△1.7％、△0.6 億円〕で、財政調整基金への積立金の

減少等により減少となりました。 
決算額

（対前年度伸び率） 

財政調整基金・ふるさと応援基金等積立 １億７百万円

（78.2%減）
まち・ひと・しごと創生推進（定住・移住促進奨励金など） ７千５百万円

（21.8%増）
シティセールス推進 ５千９百万円

（6.4%増）

（２）民生費 

民生費は７８億４千９百万円〔△2.0％、△1.6 億円〕で、低所得者に対する臨時福祉

給付金の減少等により減少となりました。 

臨時福祉給付金支給 １億２千３百万円

（28.9%減）
障害児等支援（障害児通所給付費など） ７千９百万円

（51.8%増）
認定こども園運営支援（施設型給付費など） ２億３千８百万円

（17.3%増）

（３） 衛生費 

衛生費は２４億６千８百万円〔△6.9％、△1.8 億円〕で、地域医療推進基金への積立

金の減少等により減少となりました。 

地域医療確保対策（赤羽根診療所整備） １億円

（66.6%減）
公的病院運営支援 ２億円

（－）

ごみ減量・資源化推進（家庭系ごみ有料化など） ６千３百万円

（63.0%増）

（４）農林水産業費 

農林水産業費は１８億８千６百万円〔△5.7％、△1.1 億円〕で、園芸農産物振興・農

産物流通対策事業補助金の減少等により減少となりました。 

農業経営活性化（産地パワーアップ事業補助金など） ２億３千７百万円

（45.6%減）
畜産振興（畜産競争力強化対策緊急整備事業補助金など) ２億１百万円

（2,428.3%増）
農村振興総合整備（集落環境整備) １億７百万円

（47.6%増）
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（５）商工費 

商工費は１１億６千５百万円〔18.8％、1.8 億円〕で、田原めっくんはうすリニューア

ル等により増加となりました。 

立地誘導・活動支援（企業立地奨励金など） ５億１千５百万円

（1.4%増）
観光施設整備（田原めっくんはうすリニューアル） ２億３百万円

（皆増）

（６）土木費 

土木費は２９億２千２百万円〔△27.9％、△11.3 億円〕で、浦片地区土地区画整理事業

の完了や田原地区まちづくり事業等の減少により大幅な減少となりました。 

道路整備（道路改良・交通安全施設整備など） ３億６千６百万円

（19.8%減）
田原地区まちづくり（散策路整備・まちなか広場設計など） １億１千万円

（85.7%減）
福江地区まちづくり（散策路・案内看板整備など） １億１千８百万円

（18.3％増）

（７）消防費 

消防費は１９億５千４百万円〔19.9％、3.2 億円〕で、津波避難マウンド整備工事等によ

り増加となりました。 

防災施設整備（津波避難マウンド整備） ５億１千１百万円

（161.1%増）
消防通信施設整備（消防緊急通信指令施設部分更新） ５千８百万円

（皆増）

（８）教育費 

教育費は３２億６千３百万円〔△6.9％、△2.4 億円〕で、野田小学校屋内運動場整備事

業の完了等により減少となりました。 

小中学校管理運営（営繕工事など） ３億１百万円

（13.1％減）
田原南部小学校整備（校舎増築） ８千９百万円

（皆増）

渥美運動公園整備（体育館耐震改修） １億４百万円

（皆増）

（９）公債費

   公債費は２７億１千３百万円〔△9.6％、△2.9 億円〕で、過去に借り入れた高金利の市

債の償還終了等により減少し、平成２９年度末の市債残高は、１８２億３千４百万円〔△

7.3％、△14.4 億円〕となりました。
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特別会計

国民健康保険、公共下水道事業、農業集落排水事業、田原福祉専門学校、介護保険及び後期高

齢者医療の６特別会計の決算総額は次のとおりです。

歳入決算額は１７４億６,４１１万円で、前年度に比べ５,９１５万円の増加となりました。歳
出決算額は１６４億８,４８８万円で、前年度に比べ３,６５７万円の減少となりました。

（単位：千円、％）

会 計 

決   算   額 

歳  入 歳  出 

２９年度 ２８年度 増減率 ２９年度 ２８年度 増減率 

国民健康保険 9,304,142 9,297,784 0.1 8,852,428 8,968,673 △1.3 

公共下水道事業  1,761,076 1,719,727 2.4 1,692,277 1,656,688 2.1 

農業集落排水事業 658,096 948,653 △30.6 553,619 850,959 △34.9 

田原福祉専門学校 119,069 124,161 △4.1 119,061 124,154 △4.1 

介護保険 4,871,330 4,624,366 5.3 4,519,643 4,234,456 6.7 

後期高齢者医療 750,392 690,265 8.7 747,850 686,515 8.9 

計 17,464,105 17,404,956 3.4 16,484,878 16,521,445 △0.2 

◆一般会計及び特別会計の決算規模（水道事業会計を除く） 

  歳入総額  ４５８億８,８２０万円（前年度比△4.5％）
           前年度 ４８０億６,５０１万円 

  歳出総額  ４４２億５３２万円（前年度比△3.7％）
           前年度 ４５９億９０６万円 

企業会計

 水道事業会計 

 消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ２９年度 ２８年度 増減額 増減率 

収益的収入 1,409,945 1,353,021 56,924 4.2 

収益的支出 1,256,047 1,310,199 △54,152 △4.1 

差引 153,898 42,822 111,076 259.4

資本的収入 45,248 44,510 738 1.7 

資本的支出 511,907 391,298 120,609 30.8 

差引 △466,659 △346,788 △119,871 △34.6 
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健全化判断比率及び資金不足比率

（単位：％）

区分 ２９年度 ２８年度 早期健全化基準（注） 財政再生基準 

実質赤字比率 ― ― １２．３１ ２０．００ 

連結実質赤字比率 ― ― １７．３１ ３０．００ 

実質公債費比率 ５．４ ６．４ ２５．０ ３５．０ 

将来負担比率 ― ― ３５０．０  

資金不足比率 ― ― ２０．００  

（注）資金不足比率については、「経営健全化基準」となります。

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「―」表示は、実質赤字及び連結実質赤字がないことを

表します。

将来負担比率の「―」表示は、将来負担額を充当可能財源額が上回っていることを表します。

資金不足比率の「―」表示は、資金不足が生じていないことを表します。

いずれの数値も早期健全化基準等を下回るため、健全な財政状況であると言えます。
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予算現額に対する

歳　入

29,092,317 28,424,098 27,720,446 97.7

17,660,505 17,464,105 16,484,878 98.9

9,580,254 9,304,142 8,852,428 97.1

1,775,199 1,761,076 1,692,277 99.2

597,504 658,096 553,619 110.1

130,609 119,069 119,061 91.2

4,782,949 4,871,330 4,519,643 101.8

793,990 750,392 747,850 94.5

46,752,822 45,888,203 44,205,324 98.2

平　　成　　２　　９　　年　　度　　会　　計　

予算現額 歳入総額（Ａ） 歳出総額（Ｂ）

合　　　　計

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

公 共 下 水 道 事 業

農業集落排水事業

田原福祉専門学校

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療
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（単位：千円）

決算額の比率（％） 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越す 実質収支 単年度収支 平成２8年度

歳　出 (Ａ)－(Ｂ)　　(Ｃ) べき財源　（Ｄ） (Ｃ)－(Ｄ) 　 (Ｅ) (Ｅ)－(Ｆ) 実質収支 (Ｆ)

95.3 703,652 188,306 515,346  540,181 1,055,527

93.3 979,227 44,175 935,052 52,043 883,009

92.4 451,714 0 451,714 122,603 329,111

95.3 68,799 20,520 48,279  14,258 62,537

92.7 104,477 23,655 80,822  16,872 97,694

91.2 8 0 8 1 7

94.5 351,687 0 351,687  38,223 389,910

94.2 2,542 0 2,542  1,208 3,750

94.6 1,682,879 232,481 1,450,398  488,138 1,938,536

　　別　　決　　算　　額
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一　般　会　計　歳　入　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 市 税 15,407,253 54.2  9.6 17,042,839 55.6

2 地 方 譲 与 税 441,030 1.6 1.5 434,491 1.4

3 利 子 割 交 付 金 19,053 0.1 80.5 10,556 0.0

4 配 当 割 交 付 金 64,960 0.2 30.4 49,800 0.2

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

62,418 0.2 142.7 25,716 0.1

6
地 方 消 費 税
交 付 金

1,196,555 4.2 1.0 1,184,779 3.9

7
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

14,970 0.0  1.5 15,199 0.0

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金

219,202 0.8 23.9 176,901 0.6

9 地 方 特 例 交 付 金 34,355 0.1 0.5 34,187 0.1

10 地 方 交 付 税 1,925,126 6.8  26.5 2,619,812 8.5

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

11,724 0.0  4.7 12,308 0.0

12
分 担 金 及 び
負 担 金

26,242 0.1  11.6 29,685 0.1

13
使 用 料 及 び
手 数 料

774,869 2.7 4.6 740,458 2.4

14 国 庫 支 出 金 2,553,232 9.0 9.5 2,331,619 7.6

15 県 支 出 金 1,830,495 6.4  1.8 1,864,582 6.1

16 財 産 収 入 225,262 0.8 67.4 134,560 0.4

17 寄 附 金 97,235 0.3  41.9 167,336 0.6

18 繰 入 金 583,047 2.1 1,142.1 46,940 0.2

19 繰 越 金 1,072,432 3.8  42.2 1,856,125 6.1

20 諸 収 入 741,638 2.6 0.1 740,658 2.4

21 市 債 1,123,000 4.0  1.6 1,141,500 3.7

28,424,098 100.0  7.3 30,660,051 100.0

29,092,317  7.4 31,400,751

 668,219  9.8  740,700

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越財源充当額」を含む。

区　　　　分
平 成 ２ ９ 年 度 平 成 ２ ８ 年 度

歳入合計（Ａ）

予算現額（Ｂ）

差引（Ａ）－（Ｂ）
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一　般　会　計　歳　出　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 224,048 0.8 5.7 212,013 0.7

2 3,252,319 11.7  1.7 3,308,587 11.3

3 7,848,621 28.3  2.0 8,011,308 27.3

4 2,468,225 8.9  6.9 2,652,221 9.0

5 24,354 0.1 9.8 22,182 0.1

6 1,885,629 6.8  5.7 1,998,594 6.8

7 1,165,206 4.2 18.8 980,817 3.3

8 2,921,775 10.5  27.9 4,053,240 13.8

9 1,953,876 7.1 19.9 1,629,004 5.5

10 3,263,180 11.8  6.9 3,503,894 11.9

11 0 0.0 皆減 13,512 0.1

12 2,713,213 9.8  9.6 3,002,246 10.2

13 0 0.0 0.0 0 0.0

14 0 0.0 0.0 0 0.0

27,720,446 100.0  5.7 29,387,618 100.0

29,092,317  7.4 31,400,751

1,371,871  31.9 2,013,133

497,006  51.2 1,018,738

874,865  12.0 994,395

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越額」を含む。

平 成 ２ ８ 年 度
区　　　　分

平 成 ２ ９ 年 度

公 債 費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

諸 支 出 金

予 備 費

歳出合計（Ａ）

予算現額（Ｂ）

差引 (Ｂ)－(Ａ)＝(Ｃ)

（Ｃ）の
内　 訳

翌年度
繰越額

不用額
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（単位：千円）

区　分 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度
前年比
増減

個人市民税 3,711,385 3,728,040 3,586,642 3,703,266 3,887,843 5.0

法人市民税 868,074 6,310,784 5,492,085 4,476,872 2,724,634 △ 39.1

市民税 計 4,579,459 10,038,824 9,078,727 8,180,138 6,612,477 △ 19.2

固定資産税 8,080,752 7,757,694 7,652,473 7,672,337 7,620,635 △ 0.7

軽自動車税 162,230 164,724 168,570 199,800 207,093 3.7

市たばこ税 496,439 462,892 476,631 439,357 412,487 △ 6.1

鉱産税 310 250 220 125 154 23.2

特別土地保有税 476 0 0 0 0 －

入湯税 0 0 0 19,748 22,769 15.3

都市計画税 535,028 539,736 525,704 531,334 531,638 0.1

市税 合計 13,854,694 18,964,120 17,902,325 17,042,839 15,407,253 △ 9.6

市税の推移
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

基 準 財 政 需 要 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 13,816,661 13,833,385 13,496,890

基 準 財 政 収 入 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 13,487,845 16,013,860 15,408,550

0.98 1.16 1.14

0.95 1.02 1.09

普 通 交 付 税 交 付 額
（ 合 併 算 定 替 ）

（千円） 3,143,687 2,424,611 1,732,593

臨時財政対策債発行可能額 （千円） 550,379 359,474 283,879

標準財政規模（臨時財政
対策債発行可能額含む）

（千円） 21,107,270 23,526,477 22,047,412

実 質 収 支 比 率 （％） 10.8 4.5 2.3

77.4 83.5 87.7

(79.3) (84.9) (89.1)

積 立 金 現 在 高 （千円） 13,057,024 14,442,167 14,167,722

う ち 財 政 調 整 基 金
現 在 高

（千円） 6,474,080 7,443,368 7,352,305

土 地 開 発 基 金 （千円） 2,803,081 2,804,336 2,806,063

農 地 保 有 合 理 化 基 金 （千円） 100,414 100,504 100,564

地 方 債 現 在 高 （千円） 21,349,638 19,670,128 18,233,806

債 務 負 担 行 為
翌 年 度 以 降 支 出 予 定額

（千円） 12,534,216 12,688,363 11,275,232

経 常 収 支 比 率 （％）

※ 経常収支比率の括弧内は、減収補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除
　　いた比率である。

財政指数等

区　　　　分

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ）

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 平 均 ）
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平成28年度末 平成29年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 10,367,157 283,000 1,057,252 84,642 1,141,894 9,592,905

地方公共団体金融機構 290,726 0 48,825 1,270 50,095 241,901

市中金融機関 7,175,167 715,000 1,233,541 52,103 1,285,644 6,656,626

共済等 1,837,078 125,000 219,704 15,876 235,580 1,742,374

19,670,128 1,123,000 2,559,322 153,891 2,713,213 18,233,806

平成28年度末 平成29年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 5,991,630 364,800 420,445 105,728 526,173 5,935,985

地方公共団体金融機構 1,877,681 0 144,269 38,003 182,272 1,733,412

市中金融機関 63,670 100,600 4,360 116 4,476 159,910

7,932,981 465,400 569,074 143,847 712,921 7,829,307

平成28年度末 平成29年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 2,262,689 62,000 120,760 28,798 149,558 2,203,929

地方公共団体金融機構 786,720 0 54,692 17,124 71,816 732,028

市中金融機関 40,500 13,500 3,600 66 3,666 50,400

3,089,909 75,500 179,052 45,988 225,040 2,986,357

平成28年度末 平成29年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

30,693,018 1,663,900 3,307,448 343,726 3,651,174 29,049,470

公共下水道事業特別会計 　（単位：千円）

市債現在高の状況
一般会計 　（単位：千円）

区   分
平成29年度元利償還額

1

2

3

4

計

1

区   分
平成29年度元利償還額

1

2

3

計

農業集落排水事業特別会計 　（単位：千円）

区   分
平成29年度元利償還額

合　計

2

3

計

（単位：千円）

区   分
平成29年度元利償還額
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（H30.5.31現在）

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

7,441,140 7,350,077

 有価証券（株式） 2,228 2,228

計 7,443,368 7,352,305

 教育文化振興基金  現金預金 116,935 116,665

 緑化推進基金  現金預金 149,799 149,799

 国際交流振興基金  現金預金 193,587 193,587

 大規模事業推進基金  現金預金 3,072,410 3,055,775

 地域福祉基金  現金預金 321,478 318,954

 国民健康保険基金  現金預金 238,008 538,436

 介護保険基金  現金預金 190,467 190,625

 臨海緑化基金  現金預金 705,033 672,780

 災害対策基金  現金預金 1,023,521 1,012,847

 市民協働まちづくり基金  現金預金 1,000,000 1,000,000

 ふるさと応援基金  現金預金 115,748 94,393

 地域医療推進基金  現金預金 300,287 200,617

7,427,273 7,544,478

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

1,753,548 1,686,204

 田原市土地開
 発公社貸付金

375,511 414,001

 土地 675,277 705,858

計 2,804,336 2,806,063

 現金預金 100,504 100,564

 土地 0 0

計 100,504 100,564

2,904,840 2,906,627

＊有価証券（株式・債券）は、取得価格で表す。

＊出納整理期間中の増減を含む。

0

60

合　計 1,787

基金残高の状況

決算年度末現在高

定
額
運
用
基
金

 土地開発基金

 現金預金
△ 67,344

38,490

30,581

1,727

 農地保有合理化基金

60

0

△ 21,355

△ 99,670

特定目的基金　計 117,205

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高

特

定

目

的

基

金

△ 270

0

0

△ 16,635

△ 2,524

300,428

158

△ 32,253

△ 10,674

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

 財政調整基金

 現金預金
△ 91,063

0

△ 91,063
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